
中学校教諭免許状の上級免許状（免許法別表第３、施行規則第 11条～14 条、教育職員免許

法等施行細則第 10 条・第 12条） 

 

※ 基礎となる免許状を取得した後に、大学等で修得した単位のみ有効です。 

※ 中学校教諭一種免許状を取得する場合、(1)または(2)の該当する単位表を御覧くださ

い。 

(1) 大学を卒業していな

い者 

(2)に該当しない者 「中学校教諭一種免許状 

別表第３備考第７号」の単

位表を御覧ください。 

(2) 大学を卒業した者等 ア又はイのいずれかに該当

する者 

ア 大学に３年以上在学

し、93単位以上を修得し

た者 

イ 大学に２年以上及び大

学の専攻科に１年以上在

学し、かつ、93単位以上

を修得した者 

「中学校教諭一種免許状 

別表第３備考第７号・施行

規則第 11条備考第３号」の

単位表を御覧ください。 

 



中学校教諭二種免許状 別表第３備考第７号
【基礎資格・必要在職年数】

中学校教諭免許状を有すること
□ 基礎資格取得後に最低在職年数 ６年以上

【必要単位】
基礎資格取得後に修得した単位により最低修得単位数を満たしていること

在職年数及び修
得単位

在職年数 6 7 8 9 10 11 12 13以上

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目

（施行細則第19条）
 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イか
らカまでに掲げる免許教科の種類に応じ、それぞれ
定める教科に関する専門的事項に関する科目につい
て１単位以上修得するものとする。
２ 英語以外の外国語の教科に関する専門的事項に
関する科目の単位の修得方法は、それぞれ英語の場
合の例によるものとする（次条の場合においても同
様とする。） 。
３ 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イ
からカの中の「 」内に表示された教科に関する専
門的事項に関する科目の単位の修得は、当該教科に
関する専門的事項に関する科目の１以上にわたって
行うものとする（次条、第21条及び第22条の場合に
おいても同様とする。） 。
４ 「農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、
商船実習」の単位は、他の教科に関する専門的事項
に関する科目の単位をもって振り替えることができ
る（第21条の場合においても同様とする。） 。

10 9 8 7 6 5 4 3

教育の基礎的理解に関する科目 6 6 5 5 3 3 2 1
各教科の指導法に関する科目
道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指
導、教育相談等に関する科目
選択科目 5 3 4 2 5 3 3 2

大
学
が
独
自
に
設
定

す
る
科
目

（施行細則第28条）
 第18条から第20条までに規定する教科に関する専
門的事項に関する科目（中学校及び高等学校にあっ
ては、授与を受けようとする免許状の教科に応じた
教科に関する専門的事項に関する科目、幼稚園に
あっては領域に関する専門的事項に関する科目）又
は第26条に規定する教職に関する科目等のうち１以
上の科目について単位を修得するものとする。

4 4 3 3 2 2 1 1

第３欄 最低修得単位数 45 40 35 30 25 20 15 10

中学校教諭二種免許状
第１欄

受けようとする免許状の種類

各
教
科
の

指
導
法
に

関
す
る
科

目
又
は
教

諭
の
教
育

の
基
礎
的

理
解
に
関

す
る
科
目

等 10 10 8 8 5 5 4 3



中学校教諭一種免許状 別表第３備考第７号
【基礎資格・必要在職年数】

中学校教諭免許状を有すること
□ 基礎資格取得後に最低在職年数 ５年以上

【必要単位】
基礎資格取得後に修得した単位により最低修得単位数を満たしていること

在職年数及び修
得単位

在職年数 5 6 7 8 9 10 11 12以上

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科
目

（施行細則第19条）
 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イからカ
までに掲げる免許教科の種類に応じ、それぞれ定める教
科に関する専門的事項に関する科目について１単位以上
修得するものとする。
２ 英語以外の外国語の教科に関する専門的事項に関す
る科目の単位の修得方法は、それぞれ英語の場合の例に
よるものとする（次条の場合においても同様とする。）
。
３ 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イから
カの中の「 」内に表示された教科に関する専門的事項
に関する科目の単位の修得は、当該教科に関する専門的
事項に関する科目の１以上にわたって行うものとする
（次条、第21条及び第22条の場合においても同様とす
る。） 。
４ 「農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、商船
実習」の単位は、他の教科に関する専門的事項に関する
科目の単位をもって振り替えることができる（第21条の
場合においても同様とする。） 。

10 9 8 7 6 5 4 3

教育の基礎的理解に関する科目 5 5 3 3 3 2 2 1
各教科の指導法に関する科目
道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教
育相談等に関する科目
選択科目 3 2 6 5 3 3 1 1

大
学
が
独
自
に
設

定
す
る
科
目

（施行細則第28条）
 第18条から第20条までに規定する教科に関する専門的
事項に関する科目（中学校及び高等学校にあっては、授
与を受けようとする免許状の教科に応じた教科に関する
専門的事項に関する科目、幼稚園にあっては領域に関す
る専門的事項に関する科目）又は第26条に規定する教職
に関する科目等のうち１以上の科目について単位を修得
するものとする。

4 4 4 3 3 3 2 2

第３欄 最低修得単位数 45 40 35 30 25 20 15 10

第１欄
中学校教諭一種免許状受けようとする免許状の種類

各
教
科
の

指
導
法
に

関
す
る
科

目
又
は
教

諭
の
教
育

の
基
礎
的

理
解
に
関

す
る
科
目

等 8 8 5 5 5 4 4 3



中学校教諭一種免許状 別表第３備考第７号・施行規則第11条備考第３号
【基礎資格・必要在職年数】

中学校教諭免許状を有すること
□ 基礎資格取得後に最低在職年数 ３年以上

【必要単位】
基礎資格取得後に修得した単位により最低修得単位数を満たしていること

在職年数及び修
得単位

在職年数 3 4 5 6以上

教
科
に
関
す
る
専
門
的
事
項
に
関
す
る
科

目

（施行細則第19条）
 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イからカま
でに掲げる免許教科の種類に応じ、それぞれ定める教科に
関する専門的事項に関する科目について１単位以上修得す
るものとする。
２ 英語以外の外国語の教科に関する専門的事項に関する
科目の単位の修得方法は、それぞれ英語の場合の例による
ものとする（次条の場合においても同様とする。） 。
３ 免許法施行規則第４条第１項の表備考第１号イからカ
の中の「 」内に表示された教科に関する専門的事項に関
する科目の単位の修得は、当該教科に関する専門的事項に
関する科目の１以上にわたって行うものとする（次条、第
21条及び第22条の場合においても同様とする。） 。
４ 「農業実習、工業実習、商業実習、水産実習、商船実
習」の単位は、他の教科に関する専門的事項に関する科目
の単位をもって振り替えることができる（第21条の場合に
おいても同様とする。） 。

6 5 4 3

教育の基礎的理解に関する科目 2 2 2 1
各教科の指導法に関する科目
道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育
相談等に関する科目
選択科目 4 3 1 1

大
学
が
独
自
に
設

定
す
る
科
目

（施行細則第28条）
 第18条から第20条までに規定する教科に関する専門的事
項に関する科目（中学校及び高等学校にあっては、授与を
受けようとする免許状の教科に応じた教科に関する専門的
事項に関する科目、幼稚園にあっては領域に関する専門的
事項に関する科目）又は第26条に規定する教職に関する科
目等のうち１以上の科目について単位を修得するものとす
る。

4 3 3 2

第３欄 最低修得単位数 25 20 15 10

※教育職員免許法施行規則第１１条表備考第３号
 幼稚園、小学校、中学校又は高等学校の教諭の一種免許状の授与を受けようとする者が大学に３年以上在学し、かつ、９３単位以上を修得した者又は大学に２
年以上及び大学の専攻科に１年以上在学し、かつ、９３単位以上を修得したものであるときは、その者は、次に掲げる免許状の授与を受ける場合に応じ、この表
の当該一種免許状の項の第３欄に掲げる最低修得単位数のうち、第２欄に掲げる科目の単位数を修得したものとみなして、この表を適用する。
 ハ 中学校教諭の一種免許状 教科に関する専門的事項に関する科目４単位及び各教科の指導法に関する科目又は教諭の教育の基礎的理解に関する科目等６単
位を含めて２０単位

※教育職員免許法施行規則第１１条表備考第４号
 保健の教科についての中学校教諭の一種免許状の授与を受けようとする者が旧国立養護教諭養成所を卒業したものであるときは、その者は、この表の中学校教
諭の一種免許状の項の第３欄に掲げる最低修得単位数のうち、第２欄に掲げる教科に関する専門的事項に関する科目４単位及び各教科の指導法に関する科目又は
教諭の教育の基礎的理解に関する科目等６単位を含めて２０単位を修得したものとみなして、この表を適用する。

※教育職員免許法施行規則第１２条
 第１１条第１項の表備考第３号又は第４号に規定する者の免許法別表第３の第３欄に定める最低在職年数の通算については、その者の大学又は旧国立養護教諭
養成所における在学年数が３年以上である場合は在職年数２年とみなして取り扱うことができる。第１７条第１項の表備考に規定する者の免許法別表第６の第３
欄に定める最低在職年数の通算についても、同様とする。

受けようとする免許状の種類

各
教
科
の

指
導
法
に

関
す
る
科

目
又
は
教

諭
の
教
育

の
基
礎
的

理
解
に
関

す
る
科
目

等 4 4 4 3

第１欄
中学校教諭一種免許状



中学校教諭専修免許状 別表第３
【基礎資格・必要在職年数】

中学校教諭免許状を有すること
□ 基礎資格取得後に最低在職年数 ３年以上

【必要単位】
基礎資格取得後に修得した単位により最低修得単位数を満たしていること

受けようとする免許状の種類 中学校教諭専修免許状
在職年数及び修
得単位

在職年数 3
第２欄 大学が独自に設定する科目 15
第３欄 最低修得単位数 15

第１欄


